産学協同教育実施に関する協定書
○○○○○○（以下「甲」という。）と金沢工業大学（以下「乙」という。）は、乙が乙所属の学生（以下「学生」という。）を派遣し、甲がこれを受け入れる産学協同教育（以下「コーオプ教育」という。）を実施するにあたり、次のとおり協定を締結する。
（目的）
第１条　甲は、乙の掲げる教育目標のひとつである「自ら考え行動する技術者の育成」のための教育実践であることを理解し、コーオプ教育に参画する学生の学習意欲の向上並びにキャリア形成を支援する。乙は、甲乙協議のうえ設定した業務テーマを通して甲の企業活動に貢献するものとする。
（適用）

第２条　本協定は、別途、甲乙協議により作成する乙所定の様式であるコーオプ教育実施計画書・誓約書（以下「計画書」という。）に対し適用されるものとする。
（コーオプ教育の実施）

第３条　甲および乙は、必要事項を明記した計画書を３通作成し、甲乙および学生それぞれ保有する。
２　計画書の内容は、甲乙合意の上、変更することができるものとする。この場合、乙は、当該変更について、事前に学生の同意を得るものとする。
（受入条件）

第４条　乙は、コーオプ教育期間中に、学生が起こした事故等により甲及び第三者が受けた損害並びに当該学生が受けた災害に備えるため、乙の費用で学生の傷害保険及び賠償責任保険への加入を条件として派遣するものとする。

２　甲は、本コーオプ教育に参画する学生を甲の組織の一員として業務に従事させ、適正な対価を学生に支払うものとし、かつ安全に配慮し、安全の確保に必要な措置を講じるものとする。
３　受入期間は、４カ月以上を原則とする。

（コーオプ教育期間中の教育）

第５条  乙は、学生の派遣に当たり、当該学生に対し、コーオプ教育に必要な事前教育を行うとともに、この協定の趣旨を徹底するものとし、さらに、期間中に発生する課題等を学生が解決するための十分な指導を、乙所属の教員を中心に実施するものとする。

２　甲は、計画書に明記された業務テーマに、学生が効果的に取り組むためのプログラム詳細を乙および学生に提供するとともに、必要な事前教育を実施するものとする。
（秘密保持）
第６条　乙及び学生は、コーオプ教育に関連して知り得た甲の経営方針、経営情報、人事情報、顧客および取引に関する情報、紛争情報について、甲の同意なく第三者に開示又は漏洩してはならない。
２　前項の規定に示された情報以外にも、甲が秘密性を示す表示のある情報又は開示の際に秘密情報であることを明示した情報は前項の情報と同等に扱うものとする。
（個人情報の取り扱い）
第７条　甲は本コーオプ教育に際し知り得た学生の個人情報については、個人情報保護法に従い、本コーオプ教育の遂行以外に使用することなく、終了後は適切な方法で保管・消去するものとする。

（知的財産権）

第８条  コーオプ教育により得られた成果に関する一切の知的財産権は、甲に帰属するものとする。ただし、第５条１項に規定する乙所属の教員の指導により得られた成果に関する知的財産権は、甲乙それぞれの貢献度を踏まえて甲および乙が協議のうえ決定された持分において共有するものとする。なお、甲乙の共有のうえ共同出願する知的所有権の出願及び権利の取扱いについては、別途締結する共同出願契約に従うものとする。
（発表等）

第９条  乙は、コーオプ教育により得られた成果について発表等をする場合、その内容、方法等を事前に甲に通知し、甲の承諾を得るものとする。なお、第６条に規定する秘密保持は、発表等を行うにあたり遵守するものとする。

（有効期間）
第10条　本協定の有効期間は、本協定締結の日から翌年３月３１日までとする。ただし、甲または乙から、有効期間終了日の３０日前までに協定を終了する旨の申し出がない場合は、さらに１年間継続するものとし、以降も同様とする。なお、この協定の終了後も、第６条から第９条、第１１条から第１２条は有効に存続するものとする。
（協議）
第11条　本協定に定めのない事項又は本協定に定めた各条項に疑義が生じた場合は、甲乙協議して定めるものとする。
（準拠法）

第12条  本契約は日本法を準拠法とし、同法によって解釈されるものとする。
本協定の締結を証するため、本書２通を作成し甲、乙それぞれ記名押印し各１通を保有する。
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